
ミャンマー
ミャンマー連邦

面　積　　68万km2

人　口　　5838万人（2008/09年度推計）

首　都　　ネーピードー

言　語　　ミャンマー語（ほかにシャン語，カレン語など）

宗　教　　仏教（ほかにイスラーム教，ヒンドゥー教，

　　　　　キリスト教など）

政　体　　軍政（1988年 9 月18日以降）

元　首　　タンシュエ国家平和発展評議会議長

通　貨　　チャット（ 1米ドル＝5.46チャット，

　　　　　2009/10年度平均。1977年以降

　　　　　1SDR＝8.5085チャットに固定）

会計年度　 4月～ 3月
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20年ぶりの総選挙，
7年半ぶりのスーチー解放

工
く

藤
どう

　年
とし

博
ひろ

概　　況
　2010年11月 7日，軍事政権は1990年以来20年ぶりとなる総選挙を実施した。こ
の総選挙は2008年に制定された憲法にもとづくものであった。有権者は二院制の
連邦議会（人民代表院と民族代表院），および14の地域・州議会の議員を選んだ。
投票率は約77％であった。アウンサン・スーチー氏（以下，スーチー氏）が率いる
最大野党の国民民主連盟（NLD）は，2008年憲法や選挙関連法が非民主的である
ことを理由に総選挙をボイコットした。
　選挙結果は，国軍が全面的にバックアップする連邦団結発展党（USDP）が，全
議席の約 8割を獲得する勝利を収めた。NLDから分派して総選挙に参加した，
国民民主勢力（NDF）は敗北した。ビルマ社会主義計画党（BSPP）の後継政党であ
る，国民統一党（NUP）も大敗を喫した。しかし，少数民族政党はそれぞれの地元
の州の選挙区において健闘した。
　総選挙の 6日後の11月13日には， 7年半ぶりにスーチー氏が自宅軟禁から解放
された。当日はスーチー氏を歓迎しようと何千人もの市民が自宅周辺に押しかけ，
彼女が自宅の門の上から顔を見せると大きな歓声が上がった。スーチー氏の国民
的人気が衰えていないことを，内外に示す出来事であった。
　経済は堅調に推移した。これは農業生産および農作物価格が良好に推移したこ
と，天然ガスをはじめとする輸出が好調であったこと，公務員給与の増額や積極
的なインフラ整備にともない，政府支出が大幅に増加したことなどが要因である。
しかし，年後半にかけてインフレ圧力が強まった。
　外交においては，タンシュエ国家平和発展評議会（SPDC）議長がインド，中国，
ラオスを相次いで訪問するなど，積極的な首脳外交を展開した。また，ベトナム
のズン首相，中国の温家宝首相，ラオスのブアソーン首相，タイのアピシット首
相が来訪した。総選挙を前にミャンマーは近隣諸国との関係強化に努めた。

2010年のミャンマー
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国 内 政 治

総選挙実施
　ミャンマー軍事政権は11月 7日に，1990年以来20年ぶりに総選挙を実施した。
2010年総選挙は，2008年に国民投票で制定された新憲法にもとづくものであった。
2008年憲法では，立法府として人民代表院および民族代表院の二院から構成され
る連邦議会，および14の地域・州議会が設置された。各議会の議員を選ぶために，
有権者は原則として 3票を投じた。ただし，地域・州議会においては当該地域の
人口の0.1％以上の人数を持つ少数民族の代表も選ぶため，その少数民族に属す
る有権者の場合は 4票を投じた。1990年総選挙の時は，一院制の人民議会の議員
の選出のみであり，地方議会も設置されていなかった。今回の総選挙の有権者数
は約2900万人，投票率は人民代表院，民族代表院，および地域・州議会ともに約
77％であった。表 1に2010年総選挙の概要を，1990年総選挙のそれと比較して示す。
　2010年総選挙には，37の政党から2987人，無所属で82人の，合計3069人の候補
者が出馬した。37政党のうち，33政党は新たに設立された政党で，既存政党は 4
政党のみであった。1990年総選挙に参加した93政党の多くは，その後軍事政権に
より解党させられており，今回の政党登録時の存続政党は10政党にすぎなかった。
これら10政党のうち NLDを含む 5政党は，2010年総選挙に参加するために必要

表 1　2010年と1990年の総選挙の概要
2010 1990

選挙区総数 1,171 492
実施選挙区数 1,154 485
登録申請政党数 47 235
参加政党数 37 93
有権者数（概数） 2,900万人 2,100万人
立候補者数 3,069 2,296
（内無所属） （82） （87）
平均競争率 2.7倍 4.7倍
投票率（％）　人民代表院 77.3 72.591）　　　　　　民族代表院 76.8
　　　　　　14の地域・州議会 76.6 -
（注）　 1）1990年総選挙は一院制の人民議会選挙のみ。
（出所）　選挙管理委員会布告 No.143（2010年12月 7日），および伊野憲治
「1990年ミャンマー総選挙の結果」（『通信』75号，1992年，東京外国
語大学アジア・アフリカ言語文化研究所，14～41ページ）。



400

20年ぶりの総選挙， 7年半ぶりのスーチー解放

な政党登録を行わなかったため， 3月 8日に公布された新たな政党登録法の規定
により 5月 6日付で解党処分となった。
　NLDは2008年憲法が非民主的であること，政党登録法の規定により「受刑」
中の同党書記長のスーチー氏を NLDから除籍しなければならないことなどを不
服として， 3月29日に開催した中央執行委員会において2010年総選挙のボイコッ
トを決定した。これに先立つ同月23日，スーチー氏は自由でも公正でもない選挙
に NLDが参加することは受け入れられないと発言していた。NLDの決定がこう
したスーチー氏の意向を反映したものであることは間違いなかった。しかし，総
選挙ボイコットに批判的なタンニェイン氏をはじめとする同党の旧中央執行委員
会の何人かは，NLDが解党処分となるのを待って，NDFという新党を結成した。
　結局，存続政党 5つを含む47の組織が選挙管理委員会（UEC）に政党設立および
登録（存続政党の場合は登録のみ）を申請し，42政党がこれを認められた。政党設
立を許可されなかった組織には，カチン州進歩党（KSPP），北シャン州進歩党，
連合民主党（カチン州）などの少数民族政党が含まれていた。これは軍事政権が，
国境警備隊への編入を拒む少数民族武装勢力に対して，政治的圧力をかけること
を狙った措置であった。たとえば，KSPPの党首のトゥ・ジャ氏は，カチン独立
機構（KIO）の副議長を務めたことがある人物であった。国軍は2009年 4月以降，
停戦合意を結んでいる少数民族武装勢力に対して，国軍が指揮権を持つ国境警備
隊に編入するよう求めていたが，多くの少数民族武装勢力がこれを拒否していた。
そうしたなかでも KIOはその筆頭株であった。政党設立を拒否された少数民族
リーダーは無所属での立候補を試みたが，選挙管理委員会はこれも拒絶した。
　さらに，2010年総選挙に参加するためには，少なくとも 3つの選挙区に候補者
を擁立することが求められた。最終的に設立・登録を認められた42政党のうち37
政党（うち存続政党は 4つ）がこの要件を満たし，総選挙に参加した。

USDPの大勝
　今回の選挙戦は，国軍が全面的にバックアップする USDPという体制政党，
これに挑む NDFをはじめとする民主主義政党および少数民族政党，そして第三
極の形成を目指す NUPという，三つどもえの構図となった。NLDが総選挙をボ
イコットしたため，民主主義勢力はいずれも組織力，知名度を持たない小政党ば
かりとなった。USDPが全国に1000人以上，NUPも1000人近くの候補者を擁立
したのに対し，NDFは約160人，ウ・ヌ前首相の娘などいわゆる「 3人のプリン
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セス」を擁する民主党（ミャンマー）は50人未満の候補者を立てるにとどまった。
少数民族政党では，シャン民族民主党（SNDP）が150人以上の候補者を立てた。
党首のサイアイパオ氏は1990年総選挙で NLDに次ぐ第 2党となったシャン民族
民主連盟（SNLD）の書記長を務めた人物で，政党のロゴからホワイト・タイガー
と呼ばれ，地元のシャン州では人気があった。
　こうした選挙戦の構図は，USDPに有利に働いた。USDPは連邦団結発展協会
（USDA）という全国に 1万5000の事務所を持ち，全人口の 4割に相当する2400万
人の会員を有する大衆組織を母体としていた。党首はテインセイン首相，事務局
長はテーウー農業灌漑相で，総選挙前に退役した軍事政権の幹部が立候補者に名
を連ねた。USDPは資金力と組織力を総動員し，選挙戦を戦った。
　選挙管理委員会は11月 8日，および11日から18日にかけて，選挙区ごとの当選
者を発表した（表 2）。連邦議会に16政党から491人，無所属で 2人，14の地域・
州議会に22政党から657人，無所属で 4人の，合計1154人が当選した。USDPは

表 2　政党別議席数

政党名 英語略称
連邦議会 14の地域・州議会

人民代
表院

民族代
表院

連邦議会
における
議席数

連邦議会に
おける構成
比（％）

議席数
地域・州議
会における
構成比（％）

連邦団結発展党 USDP 259 129 388 78.7 495 74.9
シャン民族民主党 SNDP 18 3 21 4.3 36 5.4
国民統一党 NUP 12 5 17 3.4 46 7.0
ラカイン民族発展党 RNDP 9 7 16 3.2 19 2.9
国民民主勢力 NDF 8 4 12 2.4 4 0.6
全モン地域民主党 AMRDP 3 4 7 1.4 9 1.4
チン進歩党 CPP 2 4 6 1.2 6 0.9
パロン・サウォー民主党 PSDP 2 3 5 1.0 4 0.6
パオ民族機構 PNO 3 1 4 0.8 6 0.9
チン民族党 CNP 2 2 4 0.8 5 0.8
ワ民主党 WDP 2 1 3 0.6 3 0.5
カレン人民党 KPP 1 1 2 0.4 4 0.6
タアン（パラウン）民族党 T（P）NP 1 1 2 0.4 4 0.6
統一民主党（カチン州） UDP（Kachin） 1 1 2 0.4 2 0.3
イン民族発展党 INDP 1 0 1 0.2 3 0.5
カレン州民主発展党 KSDDP 0 1 1 0.2 1 0.2
民主党（ミャンマー） DP（Myanmar） 0 0 0 0.0 3 0.5
カヤン民族党 KNP 0 0 0 0.0 2 0.3
国民発展民主党 NDPD 0 0 0 0.0 2 0.3
88世代学生青年党 88Generation 0 0 0 0.0 1 0.2
少数民族発展党 ENDP 0 0 0 0.0 1 0.2
ラフ民族発展党 LNDP 0 0 0 0.0 1 0.2
無所属 1 1 2 0.4 4 0.6
合計 325 168 493 100.0 661 100.0
（出所）　New Light of Myanmar，2010年11月 8日，11～18日。
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連邦議会において388議席（全議席の78.7％），地域・州議会において495議席（同
74.9％）の議席を獲得した。USDPの当選率は，連邦議会，地域・州議会のいず
れにおいても約 8割という大勝であった。
　連邦議会は人民代表院と民族代表院の二院制であるが，両院は2008年憲法上，
同等の権限を与えられており，どちらかの院の優位は規定されていない。両院の
間で意見の相違が生じた場合や，大統領の選出などの重要案件は，両院合同で開
催される連邦議会によって決議される。そのため，連邦議会における議席数が，
国政においてもっとも重要となる。
　連邦議会において，第 1党の USDPに次いで，第 2党および第 4党となった
のは，それぞれ21議席（全議席の4.3％）を獲得した SNDP，16議席（同3.2％）を得
たラカイン民族発展党（RNDP）の少数民族政党であった。NUPは17議席（同3.4％）
を獲得し，かろうじて第 3党となったものの，その当選率は 4％未満という惨敗
であった。NUPは軍事政権と一定の距離を保ち，また農地の私有化を認める新
しい農業政策を発表するなどして，農民を含む有権者に支持を訴えた。しかし，
国民からみれば NUPは USDPと同様，軍事政権寄りの政党と映った。また，
BSPP時代の社会主義政策の失敗に対する真摯な反省や謝罪もなく，結局は有権
者の支持を得られなかった。
　今回の総選挙において民主主義政党の代表格となった NDFは，12議席（全議席
の2.4％）にとどまった。民主党（ミャンマー）は連邦議会に議席を獲得することが
できなかった。こうした民主主義政党の敗北は，資金・組織力・知名度の不足に
加えて，NLDとスーチー氏が「有権者は投票する権利も，投票しない権利もあ
る」として，事実上国民に総選挙のボイコットを呼びかけたことも一因であった。
こうした呼びかけは，民主主義政党へ投票しようと考えていた有権者の棄権を招
いたのである。

少数民族政党の健闘
　NUPおよび民主主義政党の惨敗に比して，少数民族政党は健闘した。少数民
族政党をひとつのグループとして見てみると，連邦議会，地域・州議会のいずれ
においても40％程度の当選率を記録した。これは少数民族政党がそれぞれの地元
に集中的に候補者を立て，選挙戦を戦った成果であった。
　表 3はビルマ族が多く居住する 7つの地域（regions）と，少数民族が多く居住す
る 7つの州（states）とに分けて，主要政党と少数民族政党の獲得議席を示したも
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のである。少数民族政党が地元の州において健闘している姿がわかる。第 1に，
人民代表院においては，少数民族政党は 7つの地域においては 1議席も獲得して
いない。これに対して， 7つの州においては 4割近くの議席を獲得した。第 2に，
民族代表院においても，少数民族政党は 7つの地域においては 1議席も獲得して
いないが， 7つの州においては34.5％の議席を獲得した。第 3に，地域・州議会
においては， 7つの地域においても 5議席を獲得し， 7つの州においては 4割を
超える議席を獲得した。 7つの州議会においても USDPの議席が 5割を超えて
いるものの，少数民族政党も意味のある勢力を形成することとなった。
　少数民族政党の強い州において，USDPを含むビルマ族政党が支持を拡大でき
なかったのは，NLDが全国では約 8割の議席を獲得して圧勝した1990年総選挙
の時と同様である。この結果は，ミャンマー政治において「軍事政権対民主主義
勢力」という対立軸に加えて，「ビルマ族対少数民族」という対立軸が依然とし
て存在していることを示している。

スーチー氏の解放
　総選挙から 6日後の11月13日夕方，国家防御法違反による 1年半の刑期を終え
たスーチー氏が，自宅軟禁から解放された。スーチー氏の解放は，2003年 5月30
日以来の国家防御法による 6年半の拘束期間を含めて，じつに 7年半ぶりであっ
た。当日はスーチー氏解放の噂を聞きつけた何千人もの市民が，自宅周辺に押し
かけた。スーチー氏が午後 5時半頃に自宅の門の上から顔を見せると，市民の間
から大きな歓声が上がった。スーチー氏の国民的人気が衰えていないことを内外
に示した瞬間であった。スーチー氏は支持者に手を振り，「皆さんに会えてうれ

表 3　地域・州別議席数
人民代表院 民族代表院 地域・州議会

7地域 7州 7地域 7州 7地域 7州
議席数 構成比 議席数 構成比 議席数 構成比 議席数 構成比 議席数 構成比 議席数 構成比

連邦団結発展党 192 92.8％ 67 56.8％ 79 94.0％ 50 59.5％ 364 89.2％ 131 51.8％
国民統一党 7 3.4％ 5 4.2％ 1 1.2％ 4 4.8％ 31 7.6％ 15 5.9％
国民民主勢力 8 3.9％ 0 0.0％ 4 4.8％ 0 0.0％ 4 1.0％ 0 0.0％
少数民族政党1） 0 0.0％ 45 38.1％ 0 0.0％ 29 34.5％ 5 1.2％ 103 40.7％
その他2） 0 0.0％ 1 0.8％ 0 0.0％ 1 1.2％ 4 1.0％ 4 1.6％
合計 207 100.0％ 118 100.0％ 84 100.0％ 84 100.0％ 408 100.0％ 253 100.0％
（注）　 1）少数民族政党はシャン民族民主党など17政党。
　　　 2）無所属議員を含む。
（出所）　New Light of Myanmar，2010年11月 8日，11～18日。
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しい」と語り，「翌日 NLD党本部で話をするので，そこで会いましょう」と呼
びかけた。
　一夜明けた14日，スーチー氏はヤンゴンの NLD本部で，すべての民主主義勢
力とともに活動していくと国民に訴えた。また，タンシュエ議長との面談を求め
るなど，軍事政権と対話路線をとる姿勢を明確にした。さらには，かつては支持
していた欧米諸国の制裁措置についても，人々が望むのであれば解除へ向けて協
力する用意があると述べた。スーチー氏がこのような柔軟路線を示したのは，
NLDがすでに解党処分を受けた状況下で，軍事政権と対決路線をとれば再び拘
束されかねないという事情があった。すでに65歳となったスーチー氏が再び長期
の自宅軟禁に置かれた場合，ミャンマーの民主化運動は大きな打撃を受けると考
えられたのである。
　一方，総選挙で USDPを圧勝させた軍事政権にとって，スーチー氏と政治対
話を進める必要はもはやなかった。軍事政権はスーチー氏の対話呼びかけに，
まったく反応を示さなかった。こうしたなか，NLDは2011年 2月 8日に「ビル
マに対する制裁― NLDによるレビュー―」と題する文章を発表し，欧米諸
国の制裁はミャンマー経済に深刻な影響を与えておらず，むしろ経済権益を独占
する軍事政権に近い政商や汚職の存在こそが健全な経済成長を阻む障害であると
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批判した。これに対して，軍事政権の立場を代弁することの多い英語国営紙
『ニューライトオブミャンマー』は， 2月13日の論説記事において，スーチー氏
や NLDが制裁について誤った認識を持ち続けるのであれば，悲劇的な結末を迎
えるだろうと警告した。今度はこの記事に対して， 2月16日にアメリカ国務省の
クローリー報道官がスーチー氏を脅迫しているとして非難した。軍事政権と
NLDおよびスーチー氏の間では，国際社会を巻き込みながら，再び非難合戦が
始まりつつある。

DKBA離脱グループによる襲撃
　総選挙の翌日，少数民族武装勢力のひとつである，民主カレン仏教徒軍
（DKBA）の分派部隊が，タイとの国境のミャワディとスリーパゴダパスの 2つの
町を攻撃した。奇襲作戦により，警察署をはじめとする大半の政府施設は
DKBA側に占拠された。しかし，国軍は直ちに反撃し，数日内に町の支配を回
復した。両者の交戦にともない，ミャワディからは約 2万人の住民がタイ側の国
境の町メーソットに，スリーパゴダパスからも数千人の住民がタイ西部のカーン
チャナブリーに避難した。
　 2つの町を攻撃したのはソーラープウェ（通称ナカンフムエー）大佐が率いる
DKBA第 5旅団であった。第 5旅団の推定兵力は約1000人である。DKBAは
1990年代半ばに国軍と停戦合意を結び，タイとの国境貿易を実質的に支配するな
ど，独自の経済権益と自治権を享受してきた。しかし，総選挙を目前として，国
軍は DKBAに対して自らが指揮権を持つ国境警備隊への編入を求め， 8月には
DKBAの主要な部隊を編入する式典が開催されていた。しかし，DKBAの第 5
旅団はこの決定を不服とし，国境警備隊への編入を拒んでいた。これに対して，
軍事政権は 7月以降，タイとの最大の国境貿易拠点であるミャワディの国境ゲー
トを閉鎖するなどして，DKBA内の不満分子への圧力を強めていた。今回の第
5旅団の攻撃には，こうした背景があった。攻撃から数日後には，国軍がミャワ
ディの町の支配を回復したが，国境ゲートの閉鎖はその後も続いた。
　また，2010年11月上旬，KIO，新モン州党，シャン州軍（北部）の 3つの停戦合
意グループと，カレン民族同盟（KNU），カレンニー民族進歩党，チン民族戦線
の 3つの非停戦グループの少数民族武装勢力が軍事同盟を結成したと報じられた。
これまで停戦合意グループは軍事政権に気を遣い，非停戦合意グループとの接触
を避けてきた。にもかかわらず，総選挙を目前として，これらのグループが一気
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に軍事同盟にまで踏み出したのは，総選挙後に国軍の攻撃がありうると考えてい
るからにほかならない。ただし，これらの少数民族武装勢力の支配地域はお互い
に離れており，軍事同盟が軍事的にどの程度の実効性をもつのかは不明である。
　2011年 1月31日の連邦議会の招集をもって発効した2008年憲法は，国軍のみが
武力を保有できる組織であると明記している。2009年 4月以降，国軍が停戦合意
を締結している少数民族武装勢力に何度も期限を延長しつつも，国境警備隊への
編入を強く求めてきた背景には，この憲法の条項が存在する。今後，国軍は少数
民族武装勢力に政治的，軍事的な圧力をいっそう強めていくだろう。しかし，少
数民族武装勢力も奇襲攻撃をかけたり，お互いに軍事同盟を結んだり，簡単に国
軍の要求に従う様子をみせていない。1989年以来，国軍が主要な少数民族武装勢
力と締結してきた停戦合意は，すでに実質的に破棄されたと判断される。

経 済

高い経済成長率，インフレ圧力の高まり
　国際通貨基金（IMF）によれば，2010/11年度（ 4～ 3月）のミャンマーの実質
GDP成長率は7.9％になると予測されている。このような高い経済成長は，農業
生産および農作物価格が堅調に推移したこと，天然ガスをはじめとする輸出が好

（出所）　Central Statistical Organization, Selected Monthly Economic Indicators,various issues。

図 1　 消費者物価指数上昇率（前年同月比）
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調であったこと，公務員給与の増額や積極的なインフラ整備にともない政府支出
が増加したこと，などが要因である。とくに，2010/11年度の政府予算は2009/10
年度に比べて，総額（経常支出および資本支出）で 3割以上の増加，経常支出のみ
では 4割以上の伸びを示した。これは20年ぶりの総選挙を控え，景気刺激のため
に， 1月に 4年ぶりに公務員，国営企業職員，および大佐以下の軍人の給与の一
律 2万チャット引き上げや，大規模な公共事業を実施したためである。
　しかし，財政赤字を抱える政府がこうした大規模な財政支出を国債に加えて通
貨チャットの増発によってまかなったこと，および政府部門の賃金引き上げにと
もない民間部門でも賃金が上昇したことなどから，2010年に入ってインフレ圧力
が強まった（図 1）。ミャンマーでは年間10％程度の消費者物価上昇率は必ずしも
高い水準ではないが，2011年に入ってエネルギー価格や食料価格が上昇しており，
今後いっそうのインフレ高進が懸念されている。

資源開発への外資流入
　2010/11年度に入って，天然資源開発への外国直接投資が急増した（表 4）。
2010年の 4月から 7月の 4カ月間に，約158億ドルの外国投資がミャンマー投資
委員会（MIC）によって認可された。同国が過去20年間に受け入れた外国投資の認
可累計額は約319億ドルであるので，これはその半分に相当する金額であった。

表 4　最近の外国直接投資
【分野別】 （100万ドル）

石油・ガス 電力 鉱業 その他 合計
2006/07 471.5 281.2 752.7
2007/08 137.0 5.0 30.7 172.7
2008/09 114.0 856.0 15.0 985.0
2009/10 278.6 2.5 21.3 302.4

2010（ 4 ～ 7 月） 9,811.9 5,030.4 997.0 0.0 15,839.3
61.9％ 31.8％ 6.3％ 0.0％ 100.0％

【国別】 （100万ドル）
中国 香港 タイ 韓国 その他 合計

2006/07 281.2 37.0 434.5 752.7
2007/08 16.2 12.0 144.5 172.7
2008/09 856.0 15.0 114.0 985.0
2009/10 2.5 6.0 15.3 278.6 302.4

2010（ 4 ～ 7 月） 5,081.1 5,394.7 2,945.0 2,418.5 0.0 15,839.3
32.1％ 34.1％ 18.6％ 15.3％ 0.0％ 100.0％

（出所）　Central Statistical Organization, Selected Monthly Economic Indicators, various issues。
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投資分野は，石油・ガス，電力，鉱業の 3分野で，投資国は中国，香港，タイ，
韓国の 4カ国・地域であった。ただし，香港の分は中国からの迂回投資である。
　主要な投資案件は，中国が水力発電など 3件，香港が中国雲南省向け石油・ガ
スのパイプライン建設や銅鉱山の開発など 3件，タイがモッタマ湾M9鉱区の天
然ガス開発の 1件，韓国が天然ガス開発など 2件である。今後も近隣諸国の企業
を中心に，大規模な資源開発投資が続くと見られている。

ダウェイ深海港開発
　タイの大手建設会社であるイタリアンタイ・デベロップメントは11月，タニン
ターリー管区ダウェイでの深海港開発についてミャンマー港湾当局と契約を締結
した。これは10月にアピシット・タイ首相が来訪した際に，ミャンマー政府首脳
との間で合意された案件であった。開発計画には大型タンカーが接岸できる水深
15メートルの深海港の建設に加えて，工業団地，発電所，石油精製所，道路，鉄
道，石油・ガスパイプラインの敷設などが含まれる。ダウェイとタイのカーン
チャナブリー県が幹線道路で連結されることで，ベトナムのホーチミン，カンボ
ジアのプノンペン，タイのバンコクを結ぶ大メコン経済圏（GMS）経済協力の旗
艦プロジェクトのひとつである南部経済回廊が，ミャンマーを通ってダウェイ港
経由インド洋へと連結されることになる。この新たな南部経済回廊はタイのバン
コク周辺に集積する企業や工場に対して，従来のマレー半島を南下しマラッカ海
峡を通過する海路でのインド洋へのアクセスに加えて，陸路ルートでのオプショ
ンを提供することになる。
　また，2011年 1月27日には経済特区法（SEZ法）が公布された。ダウェイ港の
後背地の工業団地は，本法によりミャンマー最初の経済特区に指定される予定で
ある。経済特区は輸出加工区と貿易サブ地区で構成され，インフラ開発を行うデ
ベロッパーおよび事業を行う投資家の双方に，国内，外国企業を問わず優遇措置
が供与される。SEZ法は2006年に第 1次案が検討されてから，一部の国内企業
の反対などもあり制定まで時間がかかっていたが，国会の初招集を目前に駆け込
みで決定，公布された。
　ダウェイ港開発および SEZ法の公布により，タイ企業を中心に対ミャンマー
投資の意欲が高まっている。ただし，ダウェイ港および関連プロジェクトに必要
な資金は，当初計画分のみで86億ドル（約7050億円）と報じられており，今後この
巨額の資金をいかに調達するかがプロジェクトの成否を握る。
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対 外 関 係

タンシュエ議長の積極外交
　2010年総選挙の実施，および2011年に予定される民政移管を目前として，タン
シュエ議長は積極的に首脳外交を展開し，とくに近隣諸国との関係強化を進めた。
まず，タンシュエ議長は 7月25日から29日にかけてインドを公式訪問した。釈尊
が悟りを開いたブッダガヤと最初に法を説いたサルナートを訪問し，その後
ニューデリーに入り，27日にマンモハン・シン首相と会談した。シン首相は，鉄
道，道路，水路，発電，通信，工業研修センターなどの建設において，ミャン
マーを支援する意向を表明した。また，タンシュエ議長は両国の国境地域で活動
する，反インド政府の武装勢力に対する掃討作戦に引き続き協力していくとした。
　次に，タンシュエ議長は 9月 7日から11日にかけて中国を訪問した。タンシュ
エ議長の訪中は2003年 1月以来であった。この訪問では，胡錦濤国家主席，温家
宝首相ら中国首脳と会談したほか，開催中の上海万博や経済特区として発展を遂
げる深圳なども視察した。中国は2009年12月の習近平国家副主席のミャンマー訪
問の際に16におよぶ経済技術協力を約束していたが，今回のタンシュエ議長訪中
にあたり，さらに42億ドルの優遇借款を供与すると表明した。2009年末からはす
でに，ヤカイン州のチャウピュー経由で中国雲南省に石油・天然ガスを輸送する
ための深海港およびパイプラインの建設が始まっており，両国の経済関係はいっ
そう強化された。
　続いて，タンシュエ議長は2010年10月 1日から 3日にかけて，ラオスを訪問し
た。首都ビエンチャン到着後すぐにチュームマリー・ラオス大統領と首脳会談を
行い，両首脳は経済や安全保障の分野で，お互いに協力することで合意した。

近隣諸国からの首脳来訪
　近隣諸国の首脳の来訪も相次いだ。 4月にはベトナムのズン首相が200人の経
済ミッションを引き連れて来訪した。両国は経済関係を強化していくことで合意
した。 6月には中国の温首相，およびラオスのブアソーン首相が来訪した。タン
シュエ議長の 9月の中国訪問および10月のラオス訪問は，この時の両首相の招き
に応じたものであった。さらに，10月にはタイのアピシット首相が来訪した。こ
の訪問を契機として，先に述べたタイ企業によるダウェイ開発が動き出すことと
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なった。

ASEANの関与
　東南アジア諸国連合（ASEAN）も2010年総選挙とそれにもとづく議会の開催，
および民政移管を評価し，新政権への関与を強める姿勢を明確にした。総選挙前
の 7月20日，ベトナムのハノイで開催した ASEAN外相会議では軍事政権に対す
る批判を慎重に避けた。この時期，すでに NLDは総選挙ボイコットを決定して
おり，欧米諸国を中心に国際社会からは総選挙のあり方に対する批判が高まって
いた。しかし，外相会議が発表した声明は，ミャンマーの総選挙が自由で公平，
包括的に行われることを求めたものの，草案段階では盛り込まれていた「全党参
加」という文言が削除されるなど，軍事政権への配慮がにじむものとなった。
　また，総選挙実施後の2011年 1月16日と17日に，インドネシアのロンボク島で
開催された非公式外相会議では，総選挙の実施を評価し，ミャンマーへの新たな
アプローチが必要だとして，欧米諸国に対して同国に科している制裁を早期に解
除・緩和することを求めた。また，ミャンマーの2014年の ASEAN議長国就任へ
むけて環境を整えていくことでも合意した。今後，ASEAN，中国，インドなど
の近隣諸国と欧米諸国との間で，制裁の解除・緩和に関する議論が活発になって
いくと見られる。

2011年の課題
　2011年 1月31日には，総選挙後初めての連邦議会および地域・州議会が招集さ
れた。連邦議会ではテインセイン首相が大統領に，ティンアウンミンウーSPDC
第 1書記，および少数民族であるシャン族出身のサイマウカン氏の 2人が副大統
領に選出された。また，30人の閣僚名簿が提出され，新大統領のもとでの組閣の
準備も整った。新政権は 3月末にも発足し，軍事政権は民政移管を完了すること
になる。この新政権を国軍の傀儡政権と呼ぶ人は多い。しかし，ミャンマーに新
たな政治体制と新たな政治プレーヤーが登場することは間違いない。
　軍事政権の時代を通じて，ミャンマーには制度的な「政治」は存在しなかった。
国軍が全権を握るなかで，国軍内での競争と協力，時には派閥間の亀裂など，軍
内での駆け引きがあるだけであった。そこでは，国民や国際社会が関与すること
も影響力を及ぼすこともできなかった。しかし，今回の総選挙を経て，連邦議会，
地域・州議会が設立され，そこには限定的ではあるが，民主主義政党や少数民族
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政党の代表が参加することになった。国軍の力を背景とする USDPおよび軍人
議員が大勢を占める議会の開催は，形式的なものにすぎないという批判もあるが，
議会というフォーマルな政治制度が再開されたことは，今回の総選挙の第 1の意
義である。
　しかし，議会の開催と形式的な民政移管が，自動的に国の平和と国民生活の向
上に結びつくわけではない。総選挙をボイコットした NLDおよびスーチー氏と
新政権は，相変わらず議会の外で対立を続けるだろう。国軍と少数民族武装勢力
との武力衝突の可能性もある。そもそも，新たに政権を担当する USDPの統治
能力も未知数である。2011年に政治状況が流動化する要因が，少なくないことも
事実である。
　今回の総選挙が持つ第 2の意義は，国軍幹部の世代交代をもたらしたことであ
る。2010年の総選挙を前に，軍政序列 3位のシュエマン三軍統合参謀長， 4位の
テインセイン首相， 5位のティンアウンミンウー国防省兵站局長， 6位のティン
エイ国防省国防産業局長をはじめとする，主要な国軍幹部が退役した。退役した
旧国軍幹部は USDPから総選挙へ出馬し，全員が当選した。彼らは新政権にお
いて，大統領，副大統領，大臣，知事などの要職に就任する予定である。その意
味で，新たに誕生する新政権が，軍人が軍服を脱いだだけの形式的なものである
との批判は当たっている。
　しかし同時に，多くの幹部将校の退役により，国軍幹部に世代交代が起こるこ
とは重要である。今回，退役した旧幹部は年齢的には60代に至っていたが，新た
に幹部に就任する将校は大方が50代半ば以下といわれている。大幅に若返った新
たな国軍のリーダーたちが，民政移管後の国家体制において国軍の役割をどのよ
うに位置づけるのかは，今後の同国の政治のあり方を左右する重要な要因となる
だろう。
　また，こうした世代交代のなかでもっとも注目されるのは，1992年以来権力を
掌握してきた国軍司令官のタンシュエ SPDC議長，および1993年以来ナンバー 2
であった国軍副司令官のマウンエイ副議長の去就である。軍政の最高意思決定機
関である SPDCのメンバーのなかで，退役していないのはこのトップ 2人のみと
なった。ポスト軍事政権がポスト・タンシュエ（およびマウンエイ）の時代となる
のか，あるいはタンシュエ議長およびマウンエイ副議長が引き続き，実質的な権
力を持ち続けるのか，その行方が注目される。

（地域研究センター研究グループ長）
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1 月 1 日 ▼公務員給与，一律 2万チャ
ット引き上げ。

▼中央銀行， 2年国債を発行。
7 日 ▼特別法廷，情報を漏洩した元軍将校

と外務省職員の 2人に死刑判決。
11日 ▼国民民主連盟（NLD），新たに 9人

の中央執行委員を選出。全員で20人に。
12日 ▼ミャンマー・コメ産業協会，設立。
15日 ▼スーチー氏，アウンチー連絡担当相
と面談。

▼ミャンマー・ベトナム投資セミナー，
ネーピードーで開催。
17日 ▼ニャンウィン外相，岡田外相と東京
で会談。
18日 ▼スーチー氏の上告審，結審。
2 月 2 日 ▼日本の法務省，タイのメラ・キャ
ンプで生活するカレン人難民を日本へ受け入
れるための面談を開始。
10日 ▼ 3者中核グループ（TCG），サイクロ

ン被災地の復興状況に関する第 3次報告書を
発表。

▼ティンガンンジュン市場，火災で全焼。
11日 ▼第 1電力省，トゥー・グループ，中
国華能集団と共同で，ヤンゴンに石炭火力発
電所を建設する基本合意を締結。
13日 ▼ティンウーNLD副議長，自宅軟禁
から解放。
15日 ▼キンタナ国連人権理事会特別報告官，
来訪。スーチー氏と面談できず。
24日 ▼ブイ・ヴァン・ナム・ベトナム公安

省副大臣，ティンアウンミンウー国家平和発
展評議会（SPDC）第 1書記と面談。
26日 ▼最高裁，国家防御法違反の罪に問わ
れたスーチー氏の上告を棄却。
3 月 1 日 ▼ニルパマ・ラオ・インド政務次官，
ティンアウンミンウーSPDC第 1書記と面談。

▼第 1工業省傘下のセメント工場，稼働。

2 日 ▼ベトナム航空，ハノイ＝ヤンゴン便
を就航。
8 日 ▼政府，選挙関連 5法を公布。
10日 ▼潘国連事務総長，選挙関連法を批判
する声明を発表。

▼ベトナム投資開発銀行，ヤンゴン駐在事
務所開設の手続きを開始。
11日 ▼政府，連邦選挙管理委員会（UEC）を
組織。
17日 ▼ UEC，政党登録法細則を発表。
19日 ▼ヤダナ天然ガス田，約 2週間の操業
停止。
22日 ▼インドのタタ・モーターズ，第 2工
業省の自動車・ディーゼル・エンジン公社と
トラック工場の建設で合意。
23日 ▼ NLD，選挙関連法の無効を最高裁
に提訴。最高裁は訴状を受理せず。
26日 ▼国連人権理事会，ミャンマーの人権
侵害に関する非難決議を採択。
27日 ▼国軍記念日の式典，開催。
29日 ▼ NLD，総選挙不参加を決定。
4 月 1 日 ▼ガソリンスタンドが民営化。

▼国営海運会社ファイブ・スター・ライン，
ミャンマー・エコノミック・ホールディング
ズ（UMEHL）に譲渡。
2 日 ▼グエン・タン・ズン・ベトナム首相，

来訪（～ 4日）。
5 日 ▼国軍，停戦合意の少数民族武装グ

ループの国境警備隊への編入に関する回答期
限を 4月下旬に再設定。
6 日 ▼ NLD，民主化失敗を国民に陳謝。
15日 ▼ヤンゴンの水祭り会場で 3回の爆発。
8人死亡，170人が負傷。
17日 ▼カチン州のミッソン水力発電所の建

設現場で爆発。
26日 ▼ EU，外相理事会で対ミャンマー制

重要日誌 ミャンマー　2010年
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裁の 1年延長で一致。
▼テインセイン首相を含む主要閣僚，国軍

を退役。
29日 ▼連邦団結発展党（USDP），政党設立
を UECに申請。

▼ NLD，政党登録法の規定の無効を求め
て最高裁に提訴。

▼ NLD，中央執行委員会を開催し，解党
後は社会活動を中心にする方針を決定。
5 月 1 日 ▼政府，外国人観光客に対する現地
取得ビザの発給を開始。
4 日 ▼タイ軍，ミャンマー難民受け入れの

ための保護区域を国境の町メーソットに設置。
6 日 ▼ NLDの解党処分が決定。
7 日 ▼ NLD元幹部，国民民主勢力（NDF）

の結成を表明。
9 日 ▼アメリカのキャンベル国務次官補，

来訪。10日にスーチー氏と面談。
11日 ▼全国各地で最高気温の記録を更新。
12日 ▼タイ労働省，93万人以上の外国人登

録作業を完了。81万人がミャンマー人。
14日 ▼インド外務省，カラダン川開発事業
をエサール・プロジェクツと契約。
24日 ▼ミンガラー市場で火災。
27日 ▼ NDF，政党設立を申請。
28日 ▼2013年の東南アジア競技大会，ミャ
ンマーでの開催が決定。
6 月 1 日 ▼『ボイス』など 2誌が発禁処分。
2 日 ▼温家宝中国首相，来訪（～ 3日）。
3 日 ▼ウェッブ米上院議員，来訪を中止。

▼中国の援助でネーピードーに建設された
国際会議場，ミャンマーへ譲渡。
4 日 ▼アルジャジーラ，ミャンマー国軍が

北朝鮮の協力で核兵器開発を計画と報道。

▼中国石油天然ガス，ミャンマー・ヤカイ
ン州から中国雲南省までの原油・ガスのパイ
プライン敷設に着工と発表。

9 日 ▼ヤダナ・ガス田とヤンゴンを結ぶパ
イプライン，稼働開始。
10日 ▼民営化されたガソリンスタンド，営
業開始。
11日 ▼外務省，核兵器開発疑惑を否定する
声明。
19日 ▼スーチー氏，65歳の誕生日。
21日 ▼ブアソーン・ラオス首相，来訪（～

23日）。
7 月 1 日 ▼コータウンの暫定旅券発給セン
ター，タイ側のラノーンへ移転。
9 日 ▼アピシット・タイ首相， 8月初旬の

来訪を発表。
12日 ▼政府，ミャワディ＝メーソット国境
ゲートを閉鎖。

▼スーパー・セブン・スターズ・モーター
ズ，自動車組立工場を完成。
13日 ▼ホーチミン市投資貿易促進センター，
ミャンマー進出に関するセミナー開催。
15日 ▼スーチー氏の元側近のウィンテイン

氏，14年ぶりに釈放。
19日 ▼政府，「殉難者の日」式典開催。故

アウンサン将軍の長男夫妻が参列。
20日 ▼アピシット・タイ首相， 8月初旬の

来訪を延期。

▼エア・アジア，クアラルンプール＝ヤン
ゴン便を就航。
21日 ▼当局，『ボイス』を 2週間の発禁処

分（報道日）。

▼アメリカのクリントン国務長官，北朝鮮
とミャンマーの軍事協力に懸念。
25日 ▼タンシュエ議長，インド訪問（～29

日）。
27日 ▼アメリカのオバマ大統領，対ミャン
マー制裁法を 1年延長。
29日 ▼朴義春北朝鮮外相，来訪（～ 8月 1

日）。
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30日 ▼ミャンマー・ガス石油公社，タイ国
営石油エクスプロレーション・アンド・プロ
ダクションとM9鉱区の天然ガス売買契約を
締結。生産開始は2013年を予定。
8 月 5 日 ▼カレン民族同盟（KNU），イェー
ミン中将が乗る軍用車列を攻撃。
12日 ▼アジア・グリーン・ディベロップメ

ント銀行，ネーピードー支店を開設。
13日 ▼ UEC，総選挙を11月 7日に実施す

ると発表。

▼韓国外換銀行，ミャンマー向けドル送金
サービスを停止。
16日 ▼ UEC，立候補受付開始。

▼アメリカ政府，イギリス・バークレイズ
銀行のニューヨーク支店に対し制裁法違反で
罰金。ミャンマー等との金融取引が違反行為。
18日 ▼民主カレン仏教徒軍（DKBA）の本隊，

国境警備隊に編入。
20日 ▼駐ミャンマー日本大使に斉藤隆氏。
24日 ▼スーチー氏，支持政党なければ有権
者は棄権すべきと発言。
25日 ▼キンマウンスエーNDF中央執行委
員，総選挙への立候補を断念。
27日 ▼シュエマン三軍統合参謀長，ティン
アウンミンウー兵站局長ら国軍幹部，退役と
報じられる。
29日 ▼中国の駆逐艦 2隻，ヤンゴンのティ
ラワ港に寄港。
30日 ▼ UEC，立候補受付終了。
9 月 1 日 ▼カチン独立機構（KIO），国軍国境
警備隊への編入の要請を拒否。

▼政府，現地取得ビザの発給を停止。
6 日 ▼ UEC，立候補者に対する資格審査

（～10日）。

▼アウンゾー・イラワジ・パブリッシング
編集長，クラウス王子賞（ジャーナリズム部
門）を受賞と報じられる。

7 日 ▼タンシュエ議長，中国訪問（～11日）。
13日 ▼ミッチーナ＝バモー間の鉄道建設，
開始。
14日 ▼ UEC，NLDを含む 5政党の解党を
発表。

▼ UEC，37政党が11月 7日の総選挙への
参加資格を得たと発表。

▼ UEC，政党の政見放送をテレビ・ラジ
オで15分ずつ認めると発表。
16日 ▼ UEC， 5州の一部選挙区で選挙を

実施しないと発表。
20日 ▼ UEC，有権者名簿の発表を開始。
24日 ▼ UEC，スーチー氏を有権者名簿に

追加。
▼国営テレビでの政党の政見放送，開始。

27日 ▼ UEC，政党登録が認められなかっ
たカチン州進歩党（KSPP）の党員14人の無所
属での立候補申請を却下と報じられる。
28日 ▼ニャンウィン外相，国連総会で総選
挙は包括的と演説。

▼タイのミャンマー難民18人，日本に移住
するために来日。
10月 1 日 ▼タンシュエ議長，ラオス訪問（～
3日）。
11日 ▼アピシット・タイ首相，来訪。
12日 ▼スーチー氏，総選挙で投票しない意

向を表明。
13日 ▼タイのミャンマー難民 9人，日本に
移住するために来日。
15日 ▼国営紙，カチン独立機構の軍事部門
であるカチン独立軍（KIA）を，反政府組織と
呼称。
18日 ▼ UEC，記者会見。国際選挙団，外

国人ジャーナリストを受け入れないと表明。

▼チャウピューと中国雲南省を結ぶ鉄道，
着工（報道日）。
19日 ▼タイ政府，メーソットの第 2友好橋
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建設計画を承認。
20日 ▼キンタナ国連特別報告官（ミャン
マー担当），国連総会第 3委員会（人権）で演
説。ミャンマー総選挙に深刻な欠陥と指摘。
21日 ▼国旗法，国章法，国歌法，施行。政
府機関で新国旗を掲揚。
22日 ▼サイクロン「ギリ」，ヤカイン州を
直撃。少なくとも45人が死亡・行方不明，26
万人以上が被災。
24日 ▼パコックで石油パイプラインの爆発

事故。少なくとも14人死亡。
26日 ▼ NLDの元党員，ヤンゴン市内で選

挙ボイコットを呼びかけるビラを配布。
27日 ▼ニャンウィン外相，ASEAN外相非

公式夕食会で，スーチー氏の解放は11月のい
ずれかの時期と発言。

▼ USDP，結党以来初の記者会見。

▼モン・ピース・グループ，投降。
28日 ▼ テインセイン首相，ハノイで

ASEAN首脳会議に参加。
29日 ▼最高裁，スーチー氏が求めた再審理
の法廷を開催。スーチー氏は無罪を主張。
11月 4 日 ▼イタリアンタイ・デベロップメン
ト，ミャンマー政府とダウェイの深海港建設
について契約したと発表。
7 日 ▼総選挙，実施。

▼日本の山路 APF通信社代表，不法入国
で拘束。 9日に解放。
8 日 ▼ DKBAの第 5旅団，ミャワディの政

府機関を襲撃。約 2万人の住民がタイへ避難。
11日 ▼最高裁，スーチー氏の無罪を求める
再審請求を棄却。判決が確定。
13日 ▼スーチー氏， 7年半ぶりに自宅軟禁
から解放。
15日 ▼ベトナム航空，ホーチミン＝ヤンゴ
ン便を就航。
17日 ▼スーチー氏，HIV感染者の療養施

設を慰問。

▼テインセイン首相，プノンペンで開催さ
れたイラワジ・チャオプラヤ・メコン経済協
力戦略（ACMECS）首脳会議に出席。
18日 ▼ UEC，国営紙を通じての総選挙の

当選者の発表を終了（ 8日，11～18日付）。

▼国連総会第 3委員会（人権），対ミャン
マー非難決議を採択。
22日 ▼政府，スーチー氏の解放報道をめぐ

り， 9つの週刊誌を発禁処分。

▼最高裁，NLDが解党無効を求めた訴え
を却下。
23日 ▼スーチー氏の息子のキム・エアリス

氏，来訪。スーチー氏と10年ぶりに再会。
27日 ▼ナンビア国連事務総長特別顧問，来

訪（～28日）。スーチー氏と面談。
12月 3 日 ▼ EU議長国ベルギーの駐タイ大使，
スーチー氏と会談。

▼ヤンゴン・エアウェーズ，運航停止。
6 日 ▼映画でスーチー氏役を演ずるミッ

シェル・ヨー氏，スーチー氏と面談。
7 日 ▼アメリカのユン国務次官補代理，来

訪（～10日）。 9日にニャンウィン外相，10日
にスーチー氏と会談。
8 日 ▼ UEC，国営紙に選挙結果の詳細を

発表。投票率は約77％。
10日 ▼斉藤隆志日本大使ら，スーチー氏と
会談。
15日 ▼イェーユワ水力発電所， 4つ目の発

電機を稼働。
21日 ▼ USDP，全国大会（～23日）。
23日 ▼タンシュエ議長の娘婿，駐中国大使
に任命と報じられる。
29日 ▼ネーピードー＝マンダレー間高速道

路（241キロメートル），開通。
30日 ▼スーチー氏，NDF幹部のキンマウ
ンスエー氏らと面談。
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参考資料 ミャンマー　2010年

　 1 　国家機構図（2010年12月末現在）

　 2 　国家平和発展評議会（SPDC：State Peace and Development Council）
（2010年12月31日現在）

No. 名前 SPDCにお
ける役職

国軍・政府における地位
階　級 役　　　職

1 Than Shwe 議　　長 上 級 大 将 国軍司令官・国防相
2 Maung Aye 副 議 長 上級大将補 国軍副司令官・陸軍司令官
3 Thura Shwe Mann 委　　員 退　　　役 ―
4 Thein Sein 委　　員 退　　　役 首相
5 Thiha Thura Tin Aung Myint Oo 第 1書記 退　　　役 ―
6 Tin Aye 委　　員 退　　　役 ―
（注）　政府の公式発表なし。国営紙，関係者の情報にもとづき作成。

国　　軍

法務総裁

国家平和発展評議会
（SPDC）

最高裁判所内　　閣
州・管区平和発展評議会
県平和発展評議会
郡平和発展評議会
町・村落区平和発展評議会

首　　相

鉄道運輸省 建　設　省

科学技術省

文　化　省

入国管理・人口省

情　報　省

国境地域少数民族発展省

第 1 電力省

第 2 電力省

林　業　省

内　務　省

鉱　山　省

社会福祉・救済・復興省

畜  水  産  省

首　相　府

農業灌漑省

第 1 工業省

第 2 工業省

外　務　省

国家計画・経済発展省

運　輸　省

労　働　省

州・管区裁判所

郡裁判所

エネルギー省

教　育　省

保　健　省

商　業　省

ホテル・観光省

通信・郵便・電信省

財政歳入省

国　防　省 協同組合省 宗　教　省 スポーツ省
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　 3 　閣僚名簿
（2010年12月31日現在）

No. 役職名 名前 兼任
1 首相 Thein Sein
2 国防相 Than Shwe
3 農業灌漑相 Htay Oo
4 第 1工業相 Aung Thaung
5 第 2工業相 Soe Thein
6 外務相 Nyan Win
7 国家計画・経済発展相 Soe Tha
8 運輸相 Thein Swe
9 労働相 Aung Kyi 連絡担当相1）

10 協同組合相 Tin Htut
11 鉄道運輸相 Aung Min
12 エネルギー相 Lun Thi
13 教育相 Chan Nyein
14 保健相 Kyaw Myint
15 商業相 Tin Naing Thein
16 ホテル・観光相 Soe Naing
17 通信・郵便・電信相 Thein Zaw
18 財政歳入相 Hla Tun
19 宗教相 Thura Myint Maung
20 建設相 Khin Maung Myint 第 2電力相
21 科学技術相 Thaung
22 文化相 Khin Aung Myint
23 入国管理・人口相 Maung Oo 内務相
24 情報相 Kyaw Hsan
25 国境地域少数民族発展相 Thein Nyunt
26 第 1電力相 Zaw Min
27 第 2電力相 Khin Maung Myint 建設相
28 スポーツ相 Thura Aye Myint
29 林業相 Thein Aung
30 内務相 Maung Oo 入国管理・人口相
31 鉱山相 Ohn Myint
32 社会福祉・救済・復興相 Maung Maung Swe
33 畜水産相 Maung Maung Thein
（注）　 1）2007年10月 8日に政府とアウンサン・スーチー氏との連絡を取るために新設。
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　 1　基礎統計
2001/02 2002/03 2003/04 2004/05 2005/06 2006/07 2007/08 2008/09 2009/10

人 口（100万人） 51.14 52.17 53.22 54.30 55.40 56.52 57.50 58.38 -
籾米生産高（100万トン）1） 20.99 21.46 22.77 24.36 27.25 30.44 30.95 32.06 -
消費者物価指数（1997＝100） 204.09 322.68 403.14 418.33 463.26 585.23 128.202） 143.63 146.85
公定為替レート（1ドル＝チャット） 6.721 6.491 5.993 5.728 5.810 5.749 5.504 5.451 5.455
（注）　 1）暦年ベース。 2）2007/08年度以降は、2006＝100とする価格基準。
（出所）　Central Statistical Organization, Statistical Yearbook, 2009，および Selected Monthly Economic Indi-

cators, Nov., 2010.

　 2　産業別国内総生産（実質） （単位：100万チャット） 
2004/05 2005/06 2006/07 2007/08 2008/09

1 ．財 生 産 計 2,684,199 3,055,284 8,871,398 9,876,020 10,786,083
農 業 1,697,100 1,878,319 5,151,262 5,535,774 5,781,838
畜 産 ・ 漁 業 374,298 444,564 1,055,870 1,170,634 1,288,796
林 業 16,414 17,074 83,216 83,487 81,490
エ ネ ル ギ ー 7,723 9,221 22,248 23,083 24,972
鉱 業 17,479 23,950 76,547 81,699 94,587
製 造 業 436,429 532,179 1,919,889 2,326,026 2,740,743
電 力 4,788 5,707 30,465 31,935 37,398
建 設 129,968 144,271 531,903 623,381 736,261
2 ．サ ー ビ ス 計 473,767 545,639 2,012,155 2,325,763 2,666,778
運 輸 309,799 359,877 1,488,666 1,703,722 1,990,947
通 信 27,416 32,478 164,158 219,151 225,726
金 融 6,748 10,237 12,048 14,205 16,712
社 会 ・ 行 政 64,528 69,937 122,715 133,660 143,885
そ の 他 サ ー ビ ス 65,276 73,109 224,568 255,024 289,508
3 ．商 業 計 958,669 1,074,297 3,009,842 3,357,631 3,683,729
国内総生産計（ 1＋ 2＋ 3） 4,116,635 4,675,220 13,893,395 15,559,413 17,136,590
1 人当たり国内総生産（チャット） 75,813 84,390 245,814 270,598 293,535
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 13.6 13.6 - 12.0 10.1
（注）　2004/05年度～2006/07年度は2000/01年度生産者価格。2007/08年度と2008/09年度は2005/06年度生
産者価格。

（出所）　Central Statistical Organization, Statistical Yearbook, 2009.
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　 3　国家財政 （単位：100万チャット）
1994/95 1995/96 1996/97 1997/98 1998/99 1999/2000

中 央 政 府 歳 入 32,187 39,594 54,832 86,783 116,961 107,006
経 常 収 入 31,308 38,447 54,089 85,729 115,814 106,423
う ち 税 収 20,101 22,644 31,357 49,429 56,653 49,920
うち国有企業納付金 8,195 10,509 16,642 26,864 43,689 44,418
資 本 収 入 599 851 491 803 80 408
金 融 収 入 280 296 252 251 1,068 175
外 国 援 助 579 777 421 1,913 1,073 661
中 央 政 府 歳 出 48,493 65,528 80,440 98,462 124,752 145,403
経 常 支 出 27,654 32,875 37,010 47,837 62,953 84,523
資 本 支 出 20,145 31,821 42,920 50,365 60,919 60,396
金 融 支 出 615 819 510 260 880 384
準 備 積 立 金 78 13 - - - 100

中 央 政 府 収 支 -15,727 -25,157 -25,186 -9,766 -6,717 -37,736
国 家 企 業 収 支 -13,929 -13,671 -26,555 -47,468 -85,149 -71,982
開 発 委員会収支 -29,647 -38,820 -51,739 -57,241 -91,876 -109,725
財 政 収 支 計 -59,303 -77,648 -103,480 -114,475 -183,742 -219,443
（出所）　表 2に同じ。

　 4　国際収支 （単位：100万ドル）
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

経 常 収 支 -20.5 -79.2 589.7 786.9 1,853.0 1,369.1 729.6
貿 易 収 支 789.6 464.0 2,038.2 2,196.3 3,252.3 3,027.8 2,721.7
輸 出 2,687.2 2,445.8 3,810.3 4,531.1 6,279.3 6,915.6 6,673.1
輸 入 -1,897.6 -1,981.8 -1,772.1 -2,334.8 -3,027.0 -3,887.8 -3,951.4
サ ー ビ ス 収 支 -904.2 -699.3 -1,623.6 -1,531.8 -1,605.2 -1,946.1 -2,254.1
受 取 276.2 289.9 316.7 412.3 481.8 459.7 399.6
支 払 -1,180.4 -989.2 -1,940.3 -1,944.1 -2,087.0 -2,405.8 -2,653.7

経 常 移 転 収 支 94.1 156.1 175.1 122.4 205.9 287.4 262.0
受 取 116.9 181.9 199.1 161.2 233.2 340.6 326.0
支 払 -22.8 -25.8 -24.0 -38.8 -27.3 -53.2 -64.0

資 本 収 支 - - - - - - -
投 資 収 支 136.3 211.2 167.2 194.8 572.2 982.1 …
直 接 投 資 249.5 268.9 238.8 277.4 477.1 784.0 …
証 券 投 資 - - - - - - -
そ の 他 投 資 -113.2 -57.7 -71.6 -82.6 95.1 198.1 …

誤 差 脱 漏 -40.4 -7.2 -625.2 … … … …
総 合 収 支 75.4 124.8 131.7 … … … …
（出所）　Asian Development Bank, Key Indicators for Asia and the Pacific, 2010.
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　 5　国別貿易
①輸出 （単位：100万ドル）

2004 2005 2006 2007 2008 2009
輸 出 総 額 3,157.8 3,707.1 4,480.4 4,794.0 6,639.3 5,491.3
主　

要　

国

タ イ 1,230.3 1,623.0 2,135.7 2,104.9 3,446.5 2,549.0
イ ン ド 363.7 450.9 653.1 729.8 812.7 717.8
中 国 187.7 249.5 229.7 336.9 585.9 495.4
日 本 163.5 184.8 225.6 269.2 288.6 309.5
マ レ ー シ ア 97.1 121.5 113.5 126.6 162.5 121.0

②輸入 （単位：100万ドル）
2004 2005 2006 2007 2008 2009

輸 入 総 額 3,456.5 3,577.1 3,838.6 5,522.1 6,951.7 6,447.6
主　

要　

国

中 国 1,029.2 1,028.4 1,328.0 1,861.1 2,177.1 2,143.6
タ イ 665.4 777.3 837.9 1,054.6 1,448.7 1,693.6
シ ン ガ ポ ー ル 717.1 656.1 619.6 855.8 1,415.0 978.8
マ レ ー シ ア 164.3 270.3 181.5 231.6 346.3 244.7
韓 国 178.2 132.0 133.4 321.2 268.2 236.9

（出所）　表 4に同じ。
　 6　品目別貿易
①輸出 （単位：100万チャット）

2003/04 2004/05 2005/06 2006/07 2007/08 2008/09
食 料 品 お よ び 動 物 2,998.0 2,697.3 3,355.9 5,082.8 5,886.0 6,926.5
飲 料 お よ び た ば こ 130.8 169.9 265.0 267.3 200.8 188.9
原材料（燃料を除く） 2,383.1 2,425.4 3,079.0 3,323.4 4,031.2 2,662.8
鉱 物 性 燃 料 3,478.1 5,925.3 6,588.8 11,996.2 14,343.8 13,166.0
動 植 物 性 の 油 脂 - - - 0.5 0.5 0.1
化 学 製 品 1.9 2.7 2.5 4.7 4.3 2.6
基 礎 的 工 業 製 品 836.5 1,307.7 2,125.7 2,996.9 3,594.4 3,784.7
機 械 ・ 輸 送 機 器 11.5 12.4 13.8 11.8 8.0 1.1
雑 製 品 104.9 106.4 115.3 84.5 68.6 47.2
分 類 不 可 1,665.2 1,990.1 2,500.2 3,715.6 4,100.9 3,583.8
合 　 計 11,610.0 14,637.1 18,046.1 27,483.6 32,238.5 30,363.7
②輸入 （単位：100万チャット）

2003/04 2004/05 2005/06 2006/07 2007/08 2008/09
食 料 品 お よ び 動 物 339.4 358.2 522.0 506.4 614.2 617.7
飲 料 お よ び た ば こ 110.0 127.3 119.1 110.9 76.4 87.3
原材料（燃料を除く） 57.3 56.4 37.2 178.7 82.4 117.0
鉱 物 性 燃 料 1,952.7 1,408.5 1,632.7 4,053.9 2,183.8 3,356.6
動 植 物 性 の 油 脂 445.0 463.0 453.3 477.3 1,131.7 1,617.8
化 学 製 品 1,412.5 1,099.1 1,275.9 1,807.1 2,023.0 2,065.9
基 礎 的 工 業 製 品 3,419.9 2,650.8 2,979.5 3,293.4 3,573.9 4,111.7
機 械・ 輸 送 機 器 3,435.1 3,000.4 2,409.1 3,416.8 4,988.7 8,158.8
雑 製 品 409.0 319.5 271.7 311.1 413.1 480.2
分 類 不 可 1,816.7 1,855.4 1,813.7 2,679.3 3,331.9 4,260.8
合 　 計 13,397.6 11,338.6 11,514.2 16,835.0 18,418.9 24,873.8
（出所）　表 2に同じ。
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